
◎地理空間情報活用推進基本法 
（平成一九年五月三〇日法律第六三号）（衆）   

一、提案理由（平成一九年五月一五日・衆議院本会議） 

○河本三郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及び内容を

御説明申し上げます。 

 本案は、地理情報システムの利用を支える基盤となる地理空間情報の活用の推進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進しようとするものであります。 

 第一に、地理空間情報の活用の推進に関する基本理念を定めております。 

 第二に、政府は、地理空間情報の活用の推進に関する基本的な計画を策定することと

しております。 

 第三に、国は、基盤地図情報の整備、地球全体にわたる衛星測位に関するシステムを

運営する主体との必要な連絡調整及び衛星測位に係る研究開発の推進等の施策を講ずる

ものとしております。 

 本案は、五月十一日の内閣委員会において、賛成多数をもって委員会提出法律案とす

ることに決したものであります。 

 なお、本案に関する決議を議決したことを申し添えます。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛成くださいますようお願い申し上げます。 

○決議（平成一九年五月一一日） 

  政府は、地理空間情報活用推進基本法の施行に当たり、次の事項に十分配慮すべき

である。 

一 地理空間情報の活用の推進に当たっては、産学官一体となった取組や民間活力の積

極的導入により、民間の産業育成を旨として関係する施策を推進すること。 

二 関係閣僚会議の早期設置等により関係省庁間での十分な連携を図るとともに、国、

地方公共団体、関係事業者間の適切な役割分担により地理空間情報の活用の推進のため

の効果的な施策を講じること。 

三 インターネット等による地理空間情報の流通の拡大に伴い、国の安全を害すること

のないよう措置するとともに、国民の人権が侵されることのないよう個人情報保護など

の観点から十分に配慮すること。 

四 国が保有する地理空間情報の提供に当たっては、国民に対して、可能な限り、無償

又は低廉な価格で提供されるよう配慮すること。 

五 地理空間情報の活用の推進に当たっては、我が国独自の衛星測位に係る技術基盤の

確立を目指すこと。 

六 本法の施行後五年以内に、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講じること。 

  右決議する。 

二、参議院内閣委員長報告（平成一九年五月二三日） 



○藤原正司君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、地理空間情報の活用の推進に関する施策に関し基本理念を定め、並びに国及び地

方公共団体の責務等を明らかにするとともに、地理空間情報の活用の推進に関する施策

の基本となる事項を定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院内閣委員長河本三郎君より趣旨説明を聴取した

後、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定いたし

ました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


